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３つのキーポイント

　北朝鮮に対する軍事行動の「成功」を
左右する重要な要素は、以下の３点であ
る。
　１）核兵器計画に使用される可能性の
あるすべての施設および貯蔵され
た核分裂性物質の所在が確認さ
れていること。

　２）それらの標的を破壊する能力を有
していること。

　３）北朝鮮からの砲撃、ミサイル攻撃、
化学・生物兵器を使用した報復攻
撃、大規模な通常戦争や核戦争へ
の発展を阻止すること。

　それぞれの点について、「軍事的」観
点から問題点を以下に整理する。　　
　　　　　

核施設の場所は不明　
　これまで、北朝鮮における核インフラ
ストラクチャー（原子炉、燃料加工施設、再

軍事論的な考察でも誤り

処理施設などを含む、核兵器に使用されうる
プルトニウムの生産と再処理のための施設）

の多くの所在が明らかになっている。し
かし、比較的規模が小さく、地下や洞窟
などに隠されている可能性のある秘密

の再処理施設等の正確な位置を確認し
て攻撃を行うことは極めて難しい。
　２００２年１０月、米国務省は、北朝鮮が９
４年の「米朝合意枠組み」に違反するウ
ラン濃縮計画を進めていると発表した。

北朝鮮核問題の軍事的解決オプション

平和的解決が唯一の道

　６月１８日、カンボジアのプノンペンで第
１０回ＡＳＥＡＮ地域フォーラム（ＡＲＦ）が開
催された。同日、議長声明が採択された
（２ページに、関連部分の抜粋訳を掲載）。こ
の中で、北東アジア諸国間におけるト
ラック１（政府間ベース）での対話の必要
性について言及されていることに注目し
たい。これは、太平洋軍備撤廃運動（ＰＣ
ＤＳ）が、これまでＡＲＦへの手紙を通じて
求めてきた、対話の仲介役としてのＡＲＦ
の役割拡大に合致する動きである（本誌
１８８号を参照）。この声明には、北朝鮮に

核不拡散条約（ＮＰＴ）への復帰等を求
める内容も含まれている。６月１９日付各
紙の報道によれば、北朝鮮はこれを米国
の工作による「明らかな内政干渉」などと
非難し、声明を発表した。また、「拉致問
題」に関する言及を日本政府が求めて
いたが、議長声明の文面にある「人道上
の問題」（第７節）という言葉が北朝鮮に
よる「拉致」を指していると、議長国カン
ボジアのハオ・ナムホン議長が説明して
いる（１８日付、共同）。（編集部）

北東アジア政府は対話せよ！！
ＡＲＦ議長声明（０３．６．１８）

●Ｍ

　北朝鮮（朝鮮民主主義人民共和国）に対する米ブッシュ政権の強硬路線が続いている。外交的解決
を求めるといった発言の一方で、武力行使の可能性を排除しないという米国の基本姿勢に変化はない。
ピースデポがこれまで主張してきたように、この問題の解決は、「東北アジア非核地帯」構想をはじめとし
た地域主体の安全保障の枠組み構築を基本にして考えるべきである。それを前提とした上で、軍事的手
段による解決策に合理性がないことを「軍事的」側面からも検証したい。以下に、フィリップ・サンダース（米
モントレー不拡散研究所）による論文「北朝鮮の核兵器計画に対する軍事オプション」から、北朝鮮への
軍事行動におけるさまざまな問題点を整理する。
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７．朝鮮半島情勢に関する諸意見が表明
された。外相たちは朝鮮半島の非核化
を支持した。外相たちは、北朝鮮に対
し、国際原子力機関（ＩＡＥＡ）との協力
を再開するよう、また、ＮＰＴからの脱退
の決定を取り消すよう、強く要請した。外
相たちは、この地域における恒久的平
和と安全保障のために核問題の平和
的解決を要求した。その点について、外
相たちは、ＡＲＦがこれまで有用かつ建
設的な役割を担ってきたとの認識を共
有し、朝鮮半島の緊張緩和に助力する
ＡＲＦ議長のさらなる努力を支持するこ
とで合意した。外相たちは、２００３年４月２
８－２９日に平壌で開催された南北閣僚
会談の再開を歓迎し、未解決の安全保
障問題の平和的解決を追求するため
のチャンネルの一つとして、南北間での
対話およびさまざまなレベルでの意見
交換の重要性を認識した。外相たちは、
２００３年４月２３－２４日に北京で開催され
た中国、北朝鮮、米国間の協議が、正し
い方向に向けての良いスタートであると
歓迎した。また、外相たちは、未解決の
安全保障上、人道上の問題が、対話の
拡大によって対処されていかなければ
ならないとの見解で一致した。

２７．外相たちは、大量破壊兵器およびその

議長声明（抜粋）　　於：プノンペン　２００３年６月１８日

北朝鮮が自ら核兵器計画の存在を認め
たと報じられた。３つの場所（ヨンジョドン・
ハガプ・ピョンヤン）にウラン濃縮施設があ
るのではないかという疑惑が持たれて
いるものの（本誌１８０号に地図）、正確な情
報はこれまで確認されていない。
　これらの施設に加えて、核爆弾および
再処理されたプルトニウムの貯蔵庫が
重要な標的とされている。ＣＩＡは、１、２個
の核爆弾を作るのに十分な量のプルト
ニウムを北朝鮮が保有しており、おそらく
すでに製造されたであろうと見ている。
しかし、これらの爆弾やプルトニウム貯
蔵庫の正確な位置も明らかになっては
いない。

核施設への攻撃は困難
　ミグ２９戦闘機、ＳＡ－２、ＳＡ－５地対空ミ
サイル、大量の対空砲（ＡＡＡ）といった防
空力を北朝鮮は保有しているものの、米
国の巡航ミサイルや精密誘導爆弾を備
えたステルス爆撃機による攻撃に対す
る北朝鮮の核施設の防御力は低いと見
られている。したがって、核兵器用のプ
ルトニウムを生産する原子炉、燃料加工
施設や再処理施設の破壊は比較的容
易であると言える。
　しかし、当然のことながら、存在が確
認されていない核施設は攻撃のしよう
がない。加えて、強化された地下施設な
どへの攻撃に関して、現存する地中貫
通型通常兵器では不十分であると指摘
されている。これまで本誌が紹介してき
たように、米国は、強化され地中深くに埋
設された標的（ＨＤＢＴ）の破壊を目的と
する強力地中貫通型核兵器の開発を求
しているが、それらはまだ研究段階にあ
る。したがって、仮に秘密核施設の正確
な所在地が判明したとしても、現存の兵
器で北朝鮮の核施設に十分なダメージ
を与えることは困難である。
　さらに、北朝鮮の核施設への攻撃に
よって、同国内のみならず、韓国や日本、
中国にまで広く放射性物質が撒き散さ
れる可能性も否定できない。広範囲にわ
たる放射能汚染や民間から死傷者が出
る可能性は、米軍による軍事行動を抑制
する一つの要素となっている。

報復攻撃は回避不可能
　軍事上の最大の懸念は、北朝鮮の報
復攻撃である。北朝鮮の長距離砲の射

程圏内にあるソウルが北朝鮮軍の砲弾
や化学兵器の攻撃を受ければ、民間に
多大な犠牲が生じることは避けられな
い。さらに、北朝鮮が保有するという５００
～６００発の通常弾頭または化学兵器搭
載のスカッドミサイルは、韓国全域にお
いて標的を攻撃する能力を有している
とされる。また、１００発あると報じられてい
るノドンミサイルが日本を攻撃することも
想定される。加えて、北朝鮮の地上部隊
の７０パーセントは南北朝鮮を分断する
非武装地帯から１００マイル以内に配置さ
れ、地上戦に備えている。そして、報じら
れているように北朝鮮に１、２個の核兵器
がもし存在するならば、核による報復（ま
たは核による威嚇）も北朝鮮の指導者の
選択肢に入るだろう。
　仮に、核施設への米国の攻撃が「成
功」したとしても、韓国と３万７千人の在韓
米軍に甚大な被害を与える能力が北朝
鮮に残っていれば、報復攻撃は可能で
あろう。北朝鮮の軍事的手段は多様で
あり、米国が先制攻撃によってすべての
攻撃力を奪うことは不可能である。報復

攻撃に対する防衛は北朝鮮の報復能力
を除去できないまま、衝突をエスカレート
させる結果に終わると予想される。
　北朝鮮の軍事的反応を最小限に抑え
るために、米国は核による威嚇の強化に
よる抑止という方法をとる可能性が高い
が、この戦略は高いリスクを伴う。もし、抑
止が失敗すれば、北朝鮮をめぐる危機
的状況は大規模な通常戦争や核を含む
大量破壊兵器使用の可能性に向けて
急速に悪化すると見られている。

平和的手段が
唯一の解決策　　
　このように、北朝鮮への武力行使に付
随する諸問題を考慮すると、軍事的手
段がこの問題の解決策として、いかに不
適当なものであるかは自明だ。ピースデ
ポがこれまで主張してきたように、「東北
アジア非核地帯」の現実化をはじめとし
た非軍事安全保障の枠組みを構築して
いくことが唯一の解決策である。（中村桂
子）

運搬手段の拡散によってもたらされて
いる、増大する危険を認識し、問題解
決に向けての共同努力を深めていくと
いう誓約を再確認した。外相たちは、
核不拡散条約（ＮＰＴ）が核不拡散体
制の礎石であり、核軍縮を追求する上
での不可欠な基盤であることを再確
認した。外相たちは、国際原子力機関
（ＩＡＥＡ）、保障措置と追加議定書、生
物毒素兵器禁止条約、化学兵器禁止
条約などを含む、不拡散・軍縮におけ
る合意の普遍化促進の重要性を強調
し、世界の不拡散努力に損害を与え、
相互信用や信頼を壊す行動に対して
懸念を表明した。外相たちは、現状の
核実験モラトリアムの維持を要請し
た。外相たちは、２００２年１１月に発効し
たミサイル拡散防止のハーグ行動規
範を、大量破壊兵器とその運搬手段
の拡散に対する抑制努力における画
期的な出来事として歓迎し、ＡＲＦ参加
各国による支持拡大を奨励した。

３０．外相たちは、北東アジア諸国間のト
ラック１レベルでの安全保障問題に関
する対話の習慣を、自由な意見交換
を手始めとして、発展させることの必
要性に留意した。（訳：ピースデポ）

資料 第１０回ＡＳＥＡＮ地域フォーラム（ＡＲＦ）
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中国の戦略ミサイル軍と
米国のミサイル防衛

　現在、中国は、核弾頭搭載可能な大
陸間弾道ミサイル（ＩＣＢＭ）、東風-５Ａを、
およそ２０基配備しているとみられてい
る。それは、サイロから発射される固定式
の、単弾頭を搭載した巨大な液体燃料ミ
サイルで、米国本土に到達することが可
能である。これに対して、中距離弾頭ミ
サイル（ＩＲＢＭ）、東風-４は、ロシアならび
にアジアの標的に対する抑止力となるこ
とを意図して配備されていると考えられ
ている。また、中国は潜水艦発射弾道ミ
サイル（ＳＬＢＭ）、巨浪-１も配備しており、
これらのミサイルは同国の戦略ミサイル
軍の柱となっている(１)。その最大の目的
は、中国政府があくまでも内政問題と位
置づける台湾問題への第三国（具体的

（１）射程距離５０～１００ｋｍ 所属 有効射程

ＨＹ-１（艦対艦ミサイル） 海軍 ８０ｋｍ
ＳＹ-１（艦対艦ミサイル） 海軍 ８０ｋｍ
ＨＹ-２（地対艦ミサイル） 海軍 ９５-１００ｋｍ
ＹＪ-６（空対艦巡航ミサイル） 海軍、空軍 ９０-１００ｋｍ
ＹＪ-８１Ｋ（空対艦ミサイル） 空軍 ５０ｋｍ
ＡＡ-１２（空対空ミサイル） 空軍 ５０ｋｍ

（２）射程距離１００～５００kｍ

ＳＳ-Ｎ-２２ Sunburn（艦対艦ミサイル） 海軍 ２５０ｋｍ
ＨＹ-４（地対艦ミサイル） 海軍 １５０ｋｍ
ＹＪ８-２（空対艦ミサイル）：巡航ミサイル 海軍 １２０ｋｍ
ＹＪ-６１（空対艦ミサイル）：巡航ミサイル 海軍、空軍 １８５-２００ｋｍ
ＡＡ-１０（空対空ミサイル） 空軍 ７０-１７０ｋｍ
東風-１１（ＤＦ-１１）：短距離弾道ミサイル(ＳＲＢＭ） 戦略ミサイル軍 １２０-３００ｋｍ

（３）射程距離５００～１０００ｋｍ

東風-１５（ＤＦ-１５）　ＳＲＢＭ 戦略ミサイル軍 ６００ｋｍ
　　
（４）射程距離１０００～５５００ｋｍ

東風-３Ａ（ＤＦ-３Ａ）：中距離弾道ミサイル（ＩＲＢＭ） 戦略ミサイル軍 ２８００ｋｍ
東風-４（ＤＦ-４）：ＩＲＢＭ　 戦略ミサイル軍 ４７５０ｋｍ
東風-２１（ＤＦ-２１）：準中距離弾道ミサイル（ＭＲＢＭ） 戦略ミサイル軍 １８００ｋｍ
巨浪-１（ＪＬ-１）：潜水艦発射弾道ミサイル（ＳＬＢＭ） 戦略ミサイル軍 １７００ｋｍ

（５）射程距離５５００ｋｍ以上

東風-５Ａ（ＤＦ-５Ａ）：大陸間弾道ミサイル（ＩＣＢＭ） 戦略ミサイル軍 １３０００ｋｍ
東風-３１（ＤＦ-３１）：ＩＣＢＭ、実戦配備可能といわれる 戦略ミサイル軍 ８０００ｋｍ
新型ＩＣＢＭ （戦略ミサイル軍） 　？
巨浪-２（ＪＬ-２）：ＳＬＢＭ、開発中 （戦略ミサイル軍） ８０００ｋｍ

には米国）の介入を抑止することにある。
　中国政府はミサイル防衛に反対の立
場をとっているが、その裏には、このよう
な中国の抑止力が損なわれることへの
警戒感があると考えられる。米国のブッ
シュ政権は、同国本土に向けられた長
距離弾道ミサイルのみならず、海外に展
開された米軍、同盟諸国を狙った短・中
距離弾道ミサイルを迎撃可能な大規模
な多層型ミサイル防衛の開発・配備を目
指している。また、北東アジアでは、１９９９
年以来、米国とミサイル防衛に関する共
同技術研究を進めてきた日本に加え、
台湾もミサイル防衛の導入に関心を示し
ている。このような一連の動きは、ミサイ
ル防衛が実際に有効か否かにかかわら
ず、何らかの対抗策を中国側に迫る圧
力となろう(２)。
　このような状況において、０３年２月、中

国が多弾頭個別誘導再突入体（ＭＩＲＶ）
技術を用いた多弾頭中距離弾道ミサイ
ルの飛翔実験に成功したとの報道がな
されているのは注目に値する(３)。この実
験成功によって、中国が直ちに、ＭＩＲＶ
化された弾道ミサイルを実戦配備できる
わけではない。しかしながら、ミサイルか
ら放出される弾頭が複数になれば、単弾
頭の場合よりも迎撃が困難となるので、
中国によるＭＩＲＶシステムの開発は、米
国のミサイル防衛に対抗する動きとみな
すことができるからである。他方、２００１年
１２月に公表された米国の国家情報評価
（ＮＩＥ）には、中国は既にＭＩＲＶシステム
の開発・配備能力を持っており、東風-５A
を数年以内にＭＩＲＶ化することも可能と
の見方が示されており(４)、米国のミサイ
ル防衛配備の決定に、中国による弾頭ミ
サイルのＭＩＲＶ化の予想はおり込み済
みであったといえよう。
　これと関連して、ＮＩＥはまた、中国が
移動式の固体燃料ＩＣＢＭの開発を目指
す長期計画を持っており、２０１５年までに
中国の戦略ミサイルが移動可能になる
との予測を示している。これは、中国の
戦略ミサイルが、現在の固定式の液体
燃料ＩＣＢＭよりも、敵から攻撃されにくく、
より迅速に発射可能となることを意味し
ている。同報告書によれば、現在、中国
は、３種類の移動式の固体燃料戦略ミサ
イルを開発中であり、それには、東風-３１
（１９９９年、２０００年に飛翔実験実施）、東風-３
１の射程距離を伸ばしたＩＣＢＭ（本誌１６８・
９号の４ページ注参照）、東風-３１をベース
にした巨浪-２ ＳＬＢＭが含まれるという。
ただし、中国にとって、移動式ＩＣＢＭなら
びにＳＬＢＭをＭＩＲＶ化するために乗り越
えなければならない技術的なハードルは
高く、多大な費用もかかることになると、Ｎ
ＩＥは予想している(５)。事実、同報告書発
表直後の０２年１月上旬に行われた東
風-３１をＭＩＲＶ化するための飛翔実験
は、失敗に終わったと報じられている(６)。
　最後に、このような中国のミサイル戦
力の増強が、南アジアにおける核ミサイ
ル軍備競争に波及する危険性を指摘し
ておこう。すなわち、インドの核兵器が主
に中国の抑止を目的とし、パキスタンの
核兵器がインドの抑止を狙っていること
を考慮すると、中国の核ミサイル軍備増
強が、インド、パキスタンによる対抗的な
核ミサイル軍拡の連鎖を惹き起こす可
能性を否定できないのである。０３年６月
に行われたインド首相の訪中の際に、長

北東アジアのミサイル
ワーキング・データベース

黒崎輝４　 中国

中国のミサイル
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次の人たちがこの号の発行に参加･協力しました。
秋山祐子(ピースデポ)､中村桂子（ピースデポ）、青柳絢子、大澤一枝、黒崎輝、竹峰誠一郎、津留佐和子、中原聖乃、中村和子、
梅林宏道

ＡＲＦ＝アセアン地域フォーラム
ＡＳＥＡＮ＝東南アジア諸国連合
ＣＩＡ＝米中央情報局
ＨＤＢＴ＝強化され地中深くに埋設さ

れた標的
ＩＣＢＭ＝大陸間弾道ミサイル
ＩＲＢＭ＝中距離弾頭ミサイル
ＭＩＲＶ＝多弾頭個別誘導再突入体
ＮＩＥ＝米国の国家情報評価
ＳＬＢＭ＝潜水艦発射弾道ミサイル

今号の略語

ピースデポの会員
になって下さい。

会員には、『モニター』と『会報』が郵送さ
れるほか、情報の利用にあたって優遇さ
れます。（会員種別、会費、手続について
は、お問い合わせ下さい。）『核兵器・核
実験モニター』の購読のみも可能です。

宛名ラベルメッセージについて
・会員番号（６桁）：会員の方に付いています。
・「（定）」：会員以外の定期購読者の方。
・「今号で誌代切れ、継続願います。」「誌代
切れ、継続願います。」：入会または定期購
読（年６，０００円）の更新をお願いします。
・メッセージなし：贈呈いたしますが、入会を
歓迎します。

ピースデポ電子メールアドレス
事務局＜office@peacedepot.org＞
梅林宏道＜CXJ15621@nifty.ne.jp＞
中村桂子＜nakamura@peacedepot.org＞

年懸案となっていた国境問題や二国間
協力の方面で進展があり、中印関係改
善の兆しが見られるが、ミサイル防衛に
対する中国の対応をこれからも注視す
る必要がある。

参考資料
Military Balance 2002-2003, pp. 188-189.
Federation of American Scientists Web site.
Natural Resources Defense Council Web site.

註
(１)Foreign Missile Developments and the

Ballistic Missile Threat Through 2015:
Unclassified Summary of a National
Intelligence Estimate,December 2001（以
下、ＮＩＥと略称）、ｐ．８。N a t i o n a l
Intelligence Council Web site.

(２)例えば、沈丁立「中国の懸念」、デービッ
ド・クーリガー他編『ミサイル防衛―大い
なる幻想』、５８-６７頁。

(３)『読売新聞』、２００３年２月８日。
(４)ＮＩＥ,p.８.
(５)ＮＩＥ,p.８.
(６)『読売新聞』、２００２年２月２日。

沖縄
●６月２３日　慰霊の日。各地で慰霊祭。
●６月２４日　衆院沖特委、在沖米海兵隊上等兵
による女性暴行致傷事件を受けた集中審議開
催。
●６月２６日　米本国所属のＦＡ１８Ｃホーネット戦闘
攻撃機、嘉手納基地に緊急着陸。
●６月２７日　ロッドマン国防次官補、米下院外交
委アジア太平洋小委で、基地縮小問題について
「小規模な調整をしている」。
●６月２９日　米軍救難ヘリ、名護市２１世紀の森公
園に、けが人搬送のため緊急着陸。
●７月２日　地位協定に基づく刑事手続きについ

　「非核地帯」をはじめとする東北アジアの非軍事的安全保障の枠組み
の実現を目指してピースデポは、市民レベルのさまざまな努力を積み重ね
てきました。その活動の一貫として、今回、庭野平和財団一食平和基金の
助成を受けて、韓国のＮＧＯから李俊揆さん（２９才）をインターンとして、７月
下旬より３ヶ月受け入れることになりました。ピースデポで発展させてきた構
想の韓国語訳の作成、韓国語ウェブサイトの作成などにとり組むとともに、
韓国市民の問題意識を学び、韓国の市民運動の中でこのテーマが普及
するための助言を得たいと思います。李俊揆さんをよろしく。

「韓半島平和ネットワーク」より
李俊揆さんを迎えます
リー・ジュンキュ

ＣＴＢＴ＝包括的核実験禁止条約／ＣＴＢＴＯ＝包
括的核実験禁止条約機関／ＩＣＣ＝国際刑事裁
判所／ＫＥＤＯ＝朝鮮半島エネルギー開発機構
／ＮＹＴ＝ニューヨーク・タイムズ／ＰＫＯ＝平和維
持活動

●６月２２日　バジパイ・インド首相、中国公式訪問
（～２７日）。（本号参照）
●６月２３日　国連安保理の常任理事国５カ国、北
朝鮮の核問題を巡り、非公式協議を開催。
●６月２６日　４月の米中三か国協議で北朝鮮が
提案した核廃棄のための「寛大な解決策」の全容
が明らかに。
●６月２６日　ファーゴ米太平洋軍司令官、下院外
交委員会で、北朝鮮が軍事境界線沿いに化学兵
器弾頭搭載の大砲を実戦配備と証言。
●６月２６日　ＣＴＢＴＯ、オマーンが今月１３日にＣＴ
ＢＴに１０２カ国目として批准したことを明らかに。
●６月２６日　ライス米大統領補佐官、北朝鮮とイ
ランの核開発問題で「多国間の形での解決が望
ましいが、米国は解決を求めている」。
●６月２７日　北朝鮮の核問題を巡り、北朝鮮が国
欄安保理議長宛に公平さを望むと警告する書簡
を送ったことが明らかに。
●６月２７日　米韓国防相会談、北朝鮮の核兵器
の脅威を外交的な努力で除去するためには、強
い抑止力に裏打ちされた同盟国の連帯が必要と
の認識で一致。
●６月２９日　パレスチナのハマス・イスラム聖戦・
ファタハ、イスラエルへの武力攻撃を３ヶ月停止す
ると発表。同日、イスラエル軍、パレスチナ自治区
カザ北部から撤退開始。

ての日米間協議、東京で開催（～３日）。
●７月３日　衆院沖特委、米海兵隊員の女性暴行
致傷事件を受け、県民に対する米国軍人等の犯
罪の防止に関する決議採択。

●Ｍ

●６月２９日　米中央軍、イラク中部に潜むイラク
民兵らの一層を目指した、第３弾大規模作戦「ガラ
ガラヘビ作戦」開始発表。
●６月３０日　バウチャー米国務省報道官、日本企
業によるイラン油田開発について、核疑惑を理由
に「取引を進めるのは特に不適切な時期だ」。
●６月３０日　ＫＥＤＯのカートマン事務局長、韓国
でユン・ヨングァン外交通商相らと会談し、ＫＥＤＯ
の行方について「今後どうなるかわからない」。
●７月１日　米政府、米兵をＩＣＣの訴追対象から
免責することに応じていないことを理由に、新会
計年度に３５カ国への軍事支援停止決定。
●７月１日付　米国の偵察衛星、北朝鮮で核小型
化に必要な起爆装置開発のための高度な実験サ
イトを確認。米紙ＮＹＴ。
●７月２日　国連安保理の常任理事国５カ国、核
開発問題で北朝鮮を非難する議長声明採択をめ
ぐって非公式協議を行った。
●７月２日　北朝鮮の核開発問題をめぐる日米韓
外務省局長級非公式会合、米国務省で開催。
●７月４日　イラク復興支援特別措置法案、与党
三党などの賛成多数で衆院を通過。
●７月４日　政府、閣議で、ＰＫＯ協力法に基づきイ
ラク周辺国に人道救援物資輸送のための自衛隊
派遣実施計画を決定。

◇◇◆◇◇


